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平成１２年３月期 個別財務諸表の概要
平成１２年 ５月１７日
上場取引所 東・大・京上場会社名 株式会社ワコール

コード番号 ３５９１ 本社所在都道府県 京都府
問 合 せ 先 責任者役職名 取締役 経理財務部長

氏 名 末 昭 一 TEL (075)682-1018澤

決算取締役会開催日 平成１２年 ５月１６日 中間配当制度の有無 無
定時株主総会開催日 平成１２年 ６月２９日

１．１２年３月期の業績 （平成１１年 ４月 １日～平成１２年 ３月３１日）
（１）経営成績 （注）表示金額は百万円未満を切捨てております。

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
１２年３月期 １３２，０１８ △ 4.1 １０，２４６ △ 8.3 １０，９３６ △13.4
１１年３月期 １３７，７２２ 0.3 １１，１７５ △ 7.9 １２，６２９ △ 6.6

１株当たり 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高潜 在 株 式 調 整 後当 期 純 利 益 当期純利益 1 経常利益率 経常利益率株当たり当期純利益 当 期 純 利 益 率
百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

１２年３月期 ６，４１６ △14.1 ４１ ６３ ４．３ ６．０ ８．３
１１年３月期 ７，４７０ △10.1 ４８ ４７ ５．２ ７．１ ９．２

（注）①期中平均株式数 12年3月期 154,116,685 株 11年3月期 154,116,685 株
②会計処理の方法の変更 無
③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

（２）配当状況

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金 配当金総額 配 当 性 向 株 主 資 本
中 間 期 末 （年 間） 配 当 率

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
１２年３月期 １６ ５０ １６ ５０ ２，５４２ ３９．６ １．７
１１年３月期 １３ ５０ １３ ５０ ２，０８０ ２７．８ １．４

（注）平成12年3月期期末配当金の内訳 創立５０周年記念配当 3円00銭

（３）財政状態

１株当たり総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率
株 主 資 本

百万円 百万円 ％ 円 銭
１２年３月期 １８４，９６１ １５３，２９５ ８２．９ ９９４ ６７
１１年３月期 １７９，６８０ １４７，３７２ ８２．０ ９５６ ２４

（注）期末発行済株式数 12年3月期 154,116,685 株 11年3月期 154,116,685 株

２．１３年３月期の業績予想（平成１２年 ４月 １日～平成１３年 ３月３１日）

売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 １株当たり年間配当金
中 間 期 末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭
中 間 期 ７０，０００ ７，７００ ３，７００
通 期 １３２，０００ １０，７００ ５，５００ １３ ５０ １３ ５０

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） ３５円６９銭
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Ⅰ－１．貸借対照表

当 期 前 期
科 目 増減金額

平成12年3月31日現在 平成11年3月31日現在

（ 資 産 の 部 ） 百万円 百万円 百万円

流 動 資 産 １１２，６１７ １１０，２３３ ２，３８３

現 金 及 び 預 金 ４５，５３６ ４９，４２４ △ ３，８８８
受 取 手 形 ２，１６３ ２，７１９ △ ５５６
売 掛 金 １６，５５７ １７，１７８ △ ６２０
有 価 証 券 ２４，１６１ ２０，５９４ ３，５６７
製 品 及 び 商 品 １７，１８９ １６，６３４ ５５４
原 材 料 １０３ １６６ △ ６２
仕 掛 品 ５１ ３４ １７
有 償 支 給 材 料 ２，５０１ ２，４４２ ５８
短 期 貸 付 金 ４２３ ６７ ３５６
繰 延 税 金 資 産 ２，９３０ ２，９３０
その他の流動資産 １，１８３ １，１４４ ３８
貸 倒 引 当 金 △ １８５ △ １７３ △ １２

固 定 資 産 ７２，３４３ ６９，４４６ ２，８９７

有 形 固 定 資 産 ５０，３４９ ４６，４８９ ３，８６０

建 物 ２５，２８０ １３，５４０ １１，７４０
構 築 物 ６５２ ３６２ ２８９
機 械 装 置 ２１ ２５ △ ３
車 両 運 搬 具 １９ ２８ △ ９
工 具 器 具 備 品 ２，６４８ ２，４１８ ２２９
土 地 ２１，７２６ ２１，８２８ △ １０１
建 設 仮 勘 定 ８，２８５ △ ８，２８５

無 形 固 定 資 産 ８７０ ６７９ １９０

借 地 権 ５８５ ５８５
その他の無形固定資産 ２８５ ９４ １９０

投 資 等 ２１，１２３ ２２，２７６ △ １，１５３

投 資 有 価 証 券 １３，４６６ １３，５９６ △ １３０
子会社株式・出資金 ４，８４６ ４，８４６
長 期 貸 付 金 １，４８７ １，６６７ △ １８０
施 設 借 用 保 証 金 ６８７ １，１８２ △ ４９４
そ の 他 の 投 資 等 １，５２８ １，５９１ △ ６２
貸 倒 引 当 金 △ ６６８ △ ２７２ △ ３９５
投 資 評 価 引 当 金 △ ２２４ △ ３３４ １１０

資 産 合 計 １８４，９６１ １７９，６８０ ５，２８１
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当 期 前 期
科 目 増減金額

平成12年3月31日現在 平成11年3月31日現在

（ 負 債 の 部 ） 百万円 百万円 百万円

流 動 負 債 ２５，８０８ ２６，４７７ △ ６６９

支 払 手 形 ５，５５７ ５，５４７ ９
買 掛 金 ５，８０３ ５，９４５ △ １４１
未 払 金 ３，１７７ ４，３３５ △ １，１５７
未 払 法 人 税 等 ３，００２ ２，５５６ ４４６
未 払 費 用 １３３ １５６ △ ２２
賞 与 引 当 金 ３，７００ ３，７００
返 品 調 整 引 当 金 ２，２５０ １，９５０ ３００
その他の流動負債 ２，１８３ ２，２８６ △ １０２

固 定 負 債 ５，８５７ ５，８２９ ２８

退 職 給 与 引 当 金 ４，２０７ ５，２１５ △ １，００７
繰 延 税 金 負 債 １，０３４ １，０３４
その他の固定負債 ６１５ ６１４ １

負 債 合 計 ３１，６６６ ３２，３０７ △ ６４０

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 １３，２６０ １３，２６０

資 本 準 備 金 ２５，２７３ ２５，２７３

利 益 準 備 金 ３，３１５ ３，３１５

剰 余 金 １１１，４４６ １０５，５２４ ５，９２２

固定資産圧縮積立金 ３５２ ７２９ △ ３７６
固 定 資 産 圧 縮
特別勘定積立金 １，８７９ ２，６３４ △ ７５４
海外投資等損失準備金 ０ ２ △ ２
配 当 平 均 積 立 金 ３，０００ ３，０００
別 途 積 立 金 ９４，０００ ９０，０００ ４，０００
当 期 未 処 分 利 益 １２，２１３ ９，１５７ ３，０５６
（うち当期純利益） （ ６，４１６） （ ７，４７０） (△ １，０５４)

資 本 合 計 １５３，２９５ １４７，３７２ ５，９２２

負債及び資本合計 １８４，９６１ １７９，６８０ ５，２８１
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Ⅰ－２．損益計算書

当 期 前 期
科 目 自平成１１年４月 １日 自平成１０年４月 １日 増 減 金 額

至平成１２年３月３１日 至平成１１年３月３１日

（ 経 常 損 益 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

営業損益の部

営 業 収 益 （１３２，０１８） 100 （１３７，７２２） 100 (△ ５，７０３)
売 上 高 １３２，０１８ １３７，７２２ △ ５，７０３

営 業 費 用 （１２１，７７１） 92.2 （１２６，５４６） 91.9 (△ ４，７７４)
売 上 原 価 ６９，２９３ 52.5 ７２，６８６ 52.8 △ ３，３９３
販売費及び一般管理費 ５２，４７８ 39.7 ５３，８５９ 39.1 △ １，３８０

営業利益 １０，２４６ 7.8 １１，１７５ 8.1 △ ９２９

営業外損益の部

営業外収益 （ １，７３５） 1.3 （ １，８４９） 1.4 (△ １１４)
受 取 利 息 ２５３ ４５２ △ １９８
受 取 配 当 金 ７８３ ８０８ △ ２４
その他の営業外収益 ６９７ ５８９ １０８

営業外費用 （ １，０４５） 0.8 （ ３９５） 0.3 ( ６４９)
支 払 利 息 １４ １７ △ ２
その他の営業外費用 １，０３０ ３７８ ６５２

経常利益 １０，９３６ 8.3 １２，６２９ 9.2 △ １，６９３

（ 特 別 損 益 の 部 ）

特 別 利 益 （ １，１９９） 0.9 （ ７７２） 0.5 ( ４２７)
固 定 資 産 売 却 益 ６９４ ７７２ △ ７７
投資有価証券売却益 ５０４ ５０４

特 別 損 失 （ １，１２３） 0.9 （ ７１１） 0.5 ( ４１２)
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ３２７ ３２７
固 定 資 産 廃 棄 損 ２２４ ４４ １８０
投資評価引当金繰入額 ２０９ △ ２０９
子 会 社 支 援 損 ７１ ４５８ △ ３８６
役員退職特別功労金 ５００ ５００

税 引 前 当 期 純 利 益 １１，０１１ 8.3 １２，６９０ 9.2 △ １，６７８

法 人 税 等 （ ４，５９５） 3.4 （ ５，２２０） 3.8 (△ ６２４)
法人税､住民税及び事業税 ４，８３０ ５，２２０ △ ３９０
法 人 税 等 調 整 額 △ ２３４ △ ２３４

当 期 純 利 益 ６，４１６ 4.9 ７，４７０ 5.4 △ １，０５４

前 期 繰 越 利 益 ２，５１１ １，６８６ ８２５
過 年 度 税 効 果 調 整 額 １，６６１ １，６６１

税効果会計適用に伴う取崩額
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 ２５６ ２５６
固定資産圧縮特別勘定積立金 １，３６６ １，３６６
海外投資等損失準備金 ０ ０

当 期 未 処 分 利 益 １２，２１３ ９，１５７ ３，０５６
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Ⅰ－３．利益処分案

当 期 前 期
科 目 自平成11年 4月 1日 自平成10年 4月 1日 増 減 金 額

至平成12年 3月31日 至平成11年 3月31日

百万円 百万円 百万円
当 期 未 処 分 利 益 １２，２１３ ９，１５７ ３，０５６

固定資産圧縮積立金取崩額 ５１ １１９ △ ６８

固定資産圧縮特別勘定積立金取崩額 １，８７９ １，８７９

海外投資等損失準備金取崩額 ０ ２ △ ２

合 計 １４，１４５ ９，２７９ ４，８６５

株 主 配 当 金 ２，５４２ ２，０８０ ４６２

１株につき16円50銭 １株につき13円50銭
普通配当 13円50銭 普通配当 13円50銭
記念配当 3円00銭

役 員 賞 与 金 ７０ ７５ △ ５
（うち取締役賞与金） （ ６６） （ ７１） （ △ ４）
（うち監査役賞与金） （ ３） （ ３） （ △ ０）

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 ２，２０１ ２，２０１

固定資産圧縮特別勘定積立金 ６１１ △ ６１１

別 途 積 立 金 ６，０００ ４，０００ ２，０００

次 期 繰 越 利 益 ３，３３０ ２，５１１ ８１８
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（重要な会計方針）

１．取引所の相場のある有価証券は移動平均法による洗い替え低価法により、その他の有価証券は移動

平均法による原価法により評価しております。

２．棚卸資産は、先入先出法による低価法により評価しております。

３．有形固定資産の減価償却方法は、法人税法に規定する方法と同一の基準に基づく定率法によってお

ります。ただし、平成１０年度の法人税法の改正に伴い、平成１０年４月１日以降取得した建物

（建物付属設備を除く）については、法人税法に規定する定額法によっております。

４．貸倒引当金は、債権の貸倒による損失に備えるため、法人税法による繰入限度額（個別評価及び経

過適用の繰入率）に個別判定による貸倒見積額を積増して計上しております。

５．投資評価引当金は、非上場株式の価値の下落による損失に備えるため、非上場株式の期末における

実質価額を基準として個別判定により計上しております。

６．賞与引当金は、従業員に支給する賞与に充てるため、支給対象期間に係る当期負担額を計上してお

ります。

７．返品調整引当金は、売上高と戻り高の対応関係を明確にするため、過去の返品率等を勘案し、将来

の返品に伴う損失予想額を計上しております。

８．退職給与引当金は、将来の退職金支給に充てるため、従業員については期末退職金自己都合要支給

額( 退職年金制度への移行相当分を控除した額 )を、役員については退職慰労金支給に関する内規

に基づく期末要支給額をそれぞれ計上しております。

なお、役員についての退職給与引当金残高５９２百万円は、商法第２８７条ノ２に規定する引当金

であります。

９．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

１０．当期から税効果会計を適用しております。この変更に伴い、税効果会計を適用しない場合に比べ、

繰延税金資産２，９３０百万円、繰延税金負債１，０３４百万円が新たに計上されるとともに、当

期純利益は２３４百万円、当期未処分利益は３，５１９百万円多く計上されております。

１１．消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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（注記事項）
（ 当 期 ） （ 前 期 ）

１．有形固定資産の減価償却累計額 ２４，１１５百万円 ２３，３９０百万円

２．自己株式（当期 702株 0百万円、前期 1,245株 1百万円）は、その他の流動資産に含めて記載
しております。

３．リース取引に関する事項 （ 当 期 ） （ 前 期 ）

（１）所有権移転外ファイナンスリース

①取得価額相当額、減価償却累計額
相当額及び期末残高相当額

（工具器具備品） （工具器具備品）

取 得 価 額 相 当 額 ４２１百万円 ２７３百万円
減価償却累計額相当額 ２７０百万円 ２０１百万円
期 末 残 高 相 当 額 １５１百万円 ７１百万円

②未経過リース料期末残高相当額

一 年 以 内 ８１百万円 ５４百万円
一 年 超 １３５百万円 ７６百万円
合 計 ２１６百万円 １３１百万円

なお、未経過リース料残高に重要性がないため、上記の金額は支払利子
込み法により算定しております。

③支払リース料等

支 払 リ ー ス 料 ８２百万円 ６７百万円
減価償却費相当額 ８０百万円 ５６百万円

（２）オペレーティングリース
未経過リース料

一 年 以 内 ３０６百万円 ２３３百万円
一 年 超 ２６９百万円 ３０３百万円
合 計 ５７６百万円 ５３６百万円

４．当期中の発行済株式数の増加はありません。
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（平成１２年６月２９日）Ⅱ役員の異動．

（１）新任監査役候補

岡野 理一郎 （千歳興産株式会社代表取締役社長）

海原 旦 （公認会計士）

（２）退任予定取締役

寺出 寅次 （取締役副会長）

大橋 隆夫 （取締役副社長）

山崎 辰巳 （取締役）

（３）退任予定監査役

岡本 信久 （公認会計士）

（４）役員の昇格

取締役副社長 河崎 洋治（専務取締役）

常務取締役 田中 克彦（取締役ｺｰﾎﾟﾚｰﾄｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ長兼ﾀﾞｲﾚｸﾄ販売事業本部長）

（注）岡野 理一郎並びに海原 旦は「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第１８条
第1項に定める社外監査役の候補者であります。


